
地方都市における安定状態にある住宅市街地

の画定とその居住環境条件の把握と整理

東京大学工学部都市工学科

川上研究室

目
1

2

次

研究の目的と構成

高度成長期形成市街地に対する開発制御と居住環境

―高崎市の場合

2－1　高崎市の高度成長期の市街地形成の概要

2－2　人口密度動態からみた市街地の特質

2－3　道路位置指定に基く開発による市街化の特色

2－4　開発許可による市街化の特色

2－5　―団地開発による市街化の特色

2－6　高度成長期に形成された地区の開発制御と居住

　　　環境

2－7　地区アンケートによる分析

3　熟成段階にある住宅地における居住環境安定化の条

　件―郡山市の場合

3－1　郡山市の市街化過程の特色

3－2　人口・世帯の推移からみた地区特性

3－3　郡山市における安定市街地の考え方

3－4　安定市街地の質と問題点

3－5　郡山市における安定市街地形成の条件

4　まとめ

1．研究の目的と構成

　昭和30年代中期以降のわが国の高度成長期を通じての

都市人口の増大，市街地の拡大，市街地の内部構成・土

地利用の変化は，大都市をとわず地方都市においても非

常に顕著であった。そしてこの間の「高度成長期形成市

街地の拡がり」が，質的にも量的にも大きな問題を内包

しており今後のわが国の都市計画の最重点対象となると

考えられる。
　本研究は地方都市を対象としてこの問題に接近しよう

とするもので，その目的は次の3点である。

　その第1は，地方都市の高度成長期‡の市街化，市街地

＊本研究では昭和35年以降を高度成長期の始まりとし，現在まで

―一般には昭和48年末のオイルショックが高度成長期の終りと
　しているが一を一括して高度成長期と呼称している。地方都市の
場合は，昭和49年以降も市街地形成にあたってそれまでの高度成
長の慣性力が働いていると思われる事実があるので，高度成長期
　という一括呼称もそれ程現実を無視しているわけではない。

変容の実態を精確に把握することである。

　第2は，これらの市街地形成，変容に対して都市計画

の果した役割のチェックである。具体的には線引き，用

途地域制の効果，開発許可，道路位置指定行政の持つ意

味，都市計画道路，区画整理事業等の基盤整備事業等が

とりわけ住宅市街地形成に果した役割・効果について分

析し評価を試みることである。

　第3は主として居住人口を指標とする市街地変容過程

の分析を通じて市街地の類型化を行い，安定状態にある

住宅市街地（以下安定市街地）を摘出し，その市街地の

特質，それらの状態を成立させている条件について探ろ

うとするものである。

　本研究では，対象地方都市として高崎市と郡山市を選

んでいる。両都市とも高度成長期を通じて内陸部の工業

都市として顕著な発展を示し，更にそれにとどまらず，

総合的機能を持った地方中心都市として成長した。

　一方，高崎の場合，高度成長期の都市整備手法として

道路建設と団地開発を主としてきたのに対し，郡山の場

合，高度成長期前から既に中心市街地の多くが耕地整理，

区画整理で基盤整備なされてきていたという違いがあ

る。本研究ではこれら両市の差異を踏まえて，それぞれ

問題への接近方法を異にしている。

　高崎では，高度成長期を通じて新たに形成されていっ

た市街地はどのように特色づけられるのか，開発主体，

開発形式，都市計画的条件の違いによって居住環境はど

のように異なっているのか，すなわち高度成長期形成市

街地の問題点の摘出と今後の都市計画の課題を探ること

を通じて，今後の望ましき＜安定市街地＞の方策を見出

すことに力点をおいている。

　郡山では，まず人口・世帯の動態の特性から〈安定市

街地〉と思われる地区をまず設定し，その安定と仮定し

た内容を具体的に検証していこうというアプローチを

とっている。郡山の場合，緒果として，高度成長期以前

に既に市街地の形成がみられ，その後の過程で成熟化し

ていった市街地を対象としている。
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2．高度成長期形成市街地に対する開発制御と居住環境

―高崎市の場合

2－1　高崎市の高度成長期以降の市街地形成の概要

　次節以降の高崎市内部の分析の前提として高崎市全体

としての高度成長期を通じての変容を概括する。

（1）　人口増と人口集中地区（DID）の変化

　昭和35年当時の高崎市の人口約14．3万人は，昭年40

年17．4万人，昭和45年19．3万人，昭和50年21．1万人，昭

和55年22．1万人と最近は人口の伸ぴは鈍化しているが，

この20年間で1．55倍，実数で78500人増加している。世帯数

は核家族化の進展で人口の伸び以上の増加を示し，この

20年間で2．16倍の約6万9千世帯となっている。

　実質的市街地を示すと考えられているDIDも，高度成

長期を通じてその様相を大きく変化させている。

　昭和35年のDID面積は810haで，DID人口密度も98

人／haと比較的高い値を示していた。その後DID人口の

伸ぴ以上にDID面積が拡大し，昭和50年ではDID人口

密度は54人／haと半減近くなっている。特に昭和45年か

ら50年にかけてのDID面積の拡大は激しく，昭和35年時

のDIDを上廻る880haのDIDが5年間で増加してい

る。高度成長期を通じ高崎の市街地は人口密度を薄めな

がら拡大していった。これら急激に拡大した「高度成長

期市街地」のそれ以降の状況と今後の整備の方向にとり

わけ関心をもつゆえんである。

（2）　土地利用の変化

　高度成長期を通じての高崎市の土地利用の変化の方向

は，農地・山林の減少と住宅・工場の増大であった。

　昭和40年から54年までの15年問で昭昭40年の耕地の1／

4に当る1231haの農地転用が行われ，その内の約6割，15

年平均で50haが住宅に転用されている。特に昭和45年から

49年にかけての5年間の転用が顕著でこの時期，年平均

約100haの農地転用が行われている。

　昭和53年の住宅統計調査によれば，専用住宅56300棟の

うち，昭和46年から50年の5年間に作られた住宅が

28．4％の16000棟を占め，この時期に旺盛な建築活動が示

されている。

　DIDの変化，土地利用の変化，住宅建設活動の点から

みると，高崎市の市街形成上，大きく影響を与えた同市

にとっての高度成長の重要な時期は昭和45年から50年に

かけてといえよう。

（3）　基盤整備の状況と道賂水準

　昭和55年4月現在での高崎市の基盤整備の状況は次の

ようである。区画整理が完了した地区の面積は572haで

その大半（96％）は昭和35年以降完了したものである。

又住宅団地は148ha，工業団地は233ha，卸商業団地は36

ha計417haが造成されているが，その7割近くは区画整

理によっている。以上，現在まで市街化区域（3991ha）

内で一応の面的基盤整備の済んだ所は約732haで，これ

は同区域の18．3％に相当する。

　都市計画道路の建設状況は，39路線，総延長131．7km

の内の44．9㎞，32．8％しか改良が進んでいない。これらの

都市骨格となる幹線を補完し，住宅地の水準を決める道

路という点で，道路位置指定，開発許可で作られる道路

の質が重要な役割を果している。

　実際の道路水準は，昭和53年時でも，幅員3．5m未満の

道路が延長比で市道の53％を占めており，改善が進んで

いるものの，まだ狭隆な道路が過半を占める状況である。

以上，要約すれば高崎市の高度成長期における市街地形

成は，低密度市街化が非常なテンポで拡大し，基盤整備

がその市街化のスピードに対応できなかった点に特色づ

けられる。

2－2　人口密度動態からみた市街化の特質

　ここでは，都市内の人口密度の空間的分布とその変化

状況を中心地との位置関係等から総体的に把え，これを

都市の密度構造として，市街地の類型化を行う。人口密

度の計測単位としては，町単位とメッシュ単位があるが

―特に周辺部の各町は面積が大きくなるので実態を比較

的に把把握する点で困難があるので―メッシュ単位を町

単位に併用した。

（1）　高度成長期以前の高崎市の原型―昭和35年の人口密

度構造

　昭和35年当時の高崎市は人口密度的にみて，既成市街

地（昭和35年DIDに略対応する昭和2年以前の旧市に属

する町群）と周辺地域は際立ったコントラストを示し，

コンパクトな市街地であった。

　ほぼ1．5km圏内に収まる旧市の平均人口密度は約122

人／haであり，面積では全市の5．2％にしかすぎないが，

人口では全市の40％を占めていた。江戸時代の宿場町時

代の市街地構造の性格を昭和35年当時まで受継いでいた

と言える。

　旧市の一皮外側は20～60／haの人口密度段階の町が存

在し，ほぼぽ1．5km～2．5km圏内に収まり，その外側は20

人／ha未満の非市街地であった。この結果，2．5km圏内

の町群は面積で全市の14％，人口で全市の60％を占める

ことになり，コンパクトな市街地構造だった、メッシュデー

タで補正すると20人／ha以上のメッシュはほぼ2km圏

内に収まり，昭和35年当時の市街地は実質的に2km圏

内であった。

（2）　高度成長期を通しての人口密度構造の変化

　高崎市の原型というべき昭和35年当時の密度構造は、

その後大きな変化をとげたが，一言で言って「平準化と

外延化」の過程であった。その内容は次の諸点に整理さ

れる。
①高度成長期全体を通じて，昭和35年当時の既成市街
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地内の人口の急激な減少が起った。

　昭和35から55年までの20年間，一貫して既成市街地の

人口は減少を示すが，前半の10年間は世帯増ないし横ば

いであったのが，昭和45年以降の後半10年間では，人口

世帯共の滅少を示している。昭和45年以降，既成市街地

内の商業・業務地化が進んだ。

　この結果，既成市街地の昭和55年の人口は昭和35年に

比し40％減の34000人となり，全市人口の15％となってい

る。人口密度も120人／ha（昭35）から70人／ha（昭55）と

大幅減を示すが，既成市街地の一皮外側の昭和55年時の

密度（40～60人／ha）よりは高く，大都市のようないわゆ

る中心市街地の空洞化現象は起っていない。現在におい

ても旧市部は市内の住宅としての役割を担っている。

②既成市街地の一皮外側の地域（外周地域）は，前半

10年間では人口増を示すが，昭和45年以降後半の10年間

では人口の停滞減少を示し、昭和55年ではおおむね

40～60人／haの人口密度段階に収斂する傾向を示してい

る。後半10年間では既成市街地の一皮外側を飛び越えて

宅地化が進み，一方での中心市街地の影響を受け，この

外周地域の非住宅化が進んだ結果である。

③昭和35年当時既にあった放射幹線道路が，高度成長

期を通じての市街地の外延化に大きな影響を与えた。

　昭和35年から45年にかけて放射幹線道路に沿って線状

に20～40人／haの低密度の市街地の外延化が進行した

（前橋方向への市北部が主）。昭和45年から50年にかけ

て，放射幹線道路沿いに更に外側へ市街地が伸びる（主

として西北部）と同時に，放射幹線道路の隙間を埋める

ようにスプロール状に市街地が拡大している。この西北

部の市街化は，この時期西北部に完成した八幡、大八木

の工業団地も大きな影響を及ぼしていると考えられる。

④昭和50年以降，既存放射幹線道路に導かれたスプ

ロールにかわって，郊外部（3～4km圏）の大規模住

宅団地（中居団地，中尾団地）及び区画整理済地域（片

岡）が主たる人口増の受皿となり，これを含む町は昭和

55年で，40～60人／haの密度段階となった。

⑤この結果，中心地からの距離圏による人口密度構造

は大きな変化を示した。すなわち昭和35年当時は半径500

m圏内が最も密度が高く（94人／ha），1500m圏内（ほぼ

S．35DIDに対応）まで60人／ha以上の高い密度段階を示

し，1500m以遠では急激に密度を低下する，中心を高

い頂の山とする傾斜の急な山型の構造を示していたの

が，以降，中心部の山頂が溶解してふもとに流れるよう

に緩傾斜の丘陵のようになってきている。すなわち昭和

55年では1500m内外圏での人口密度の格差が大幅に縮

少している（昭和35年の3．2倍から昭和55年の1．7倍）。

⑥DIDの持つ意味も大きく変質してきた。昭和35年当

時DIDの包絡線は都市部と非都市部を分つ線として明

確に機能していた（内外での密度差は6倍）。ところが昭

和45年から50年にかけて新しくDIDに編入された区域

の人口密度（35人／ha*）と昭和50年時の市街区域内の非

DIDの人口密度（24人／ha）とは余り差がなく，DIDの包

絡線が都市・非都市を分つ線として意味を持たなくなっ

た。
（3）人口密度状況による市街地の類型

　以上のような高度成長期によって出来た昭和55年の市

街地はメッシュ単位で11地区に類型化される。その類型

化については図2－1に示すようであるが，まず20人／

ha未満（昭和55年値）の地区を非市街地とし，残つ市街

地を基盤整備の有無で区別した。このうち基盤整備未施

工地区については，人口動態と人口密度段階（低，中，

高密）を指標として区分を行った。人口動態について20

年間を前後半10年毎に分けて，減少，増加，安定，停滞

についてみ，その到達点（昭和55年）の人口密度段階に

応じて8地区に類型した。

　基盤整備済地区は50人／haの密度段階をメルクマール

として2区分している。

　さて本研究の主要テーマの一つである，高度成長期を

通じて人口動態的にみて安定的な状態にあった市街地は

存在したのかという点については，高崎市でこれに該当

するメッシュ（中密度安定地区）が3メッシュ，77haで

しかなく実質的に安定市街地は，高崎市において高度成

長期中では存続しなかった。図2－2に市街地の類型図

を示す。

2－3　道路位置指定に基く開発による市街化の特色

私的主体が住宅地開発を行う際，築造される私道に対し

て，公的主体が規制を行う制度は道路位置指定と開発許

可である。これらの制度による宅地開発の実態を本節及

び次節でみる。

（1）　全市レベルの動向

　道路位置指定申請台帳によって昭和45年から54年の10

年分の道路位置指定について調べた。

　昭和35年DID内では殆ど道路位置指定は発生せず，大

都市既成市街地内の再開発，充填型道路位置指定の需要

や必要性は高崎の場含まだ存在していない。都心から近

い距離圏に充分な開発余地があるためである。

　10年間累計で指定件数の多かった所は，既成市街地の

一皮外側の町，工業団地，問屋団地周辺の町で，これら

は環状線，国道17，18号線，中心部と中居団地を結ぶ都

計道路に沿って分布している。この分布は，同じ期間の

建築確認，開発許可と一致し，これら地区に開発が集中

した。但し既成市街地周辺の町は昭和50年以降，位置指定

はみられず，空閑地を残したまま開発の停滞がみられる。

・DIDをメッシュに近似して計測しているので，40人／ha以下の

数字となってでている。
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　　　　　　　　1師賊（hO）厳　型　地　区　　　　　　　　（S55隼）

基盤望備・未施
行地区

基狸整備済地区

減　少

舳・・1≡≡憂亙←一一一

安定（・・ト…）｝一

増加・舳……1三1璽←一一

A1笥密度・減少地区　　438＾o（4．0％）

非　市　街　地

贈　加

安　定

B岬蜜雌・安定地区　　77（O．7）

C1低密破・安定地区　　36ユ　（3．3）

上曹加i停滞（S35一．S55〕地班左

上曽力1！減少てS45一■S55）土也区

一乍蝶鉋皮長（S45一．S55）j也区

B2中密度・淳榊〕地区258（2．3）

C2低密皮■低滞1I肚也区　　696　（6．3）

B3中密度・停椥m地区　　258　（2．3）

増加停滞（S45引S55）地区

一→切成鮒・一・舳区

C3低密艇・停滞｛m地区　　386　（3．5）

■二＝：：1芸

C4低畠座成慶土也区　　361　（3．3）
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　時間的推移をみると，件数では昭和45年（78件）以降

減少を続け，石油ショックの影響を受けた昭和49年（34

件）に底を示し以後昭和51年（55件）に増加ピークを示

すが漸減気味である。件数ではそれ程顕著ではないが，

位置指定道路総延長，1件当たり平均道路延長では，昭

和46年末に導入された開発許可制度の影響（従来の1000

㎡以上の道路位置指定開発はこれ以降開発許可に吸収さ

れる）を受けている。すなわち，昭和45年の総延長は8000

m以上であったのが47年以降は2500m以下に，又平均道

跨延長も100m／件（昭和45，46）から30～40m／件（昭和

47年以降）となり，小規模開発としての道路位置指定の

性格がでている。

（2）　主要10町の事例スタディ

　過去10年間で開発活動の盛んであった町を選んで，

2－3，2－4で事例スタディをする。選定の経緯は以

下の通り。
　10年間の累計で，a）建築確認件数300件以上，b）道路位

置指定20件以上，c）開発許可面積1．5ha以上の3条件を

満たす8町及び，道路位置指定では条件を満たさないが

新旧の用途地域指定で大きな変化のあった2町を選ん

だ。このようにして選んだ10町について昭和46～55年分

の道路位置申請台帳で調査を行った。

　道路延長でみると20～40m未満が件数比で約70％

　（139件）と多発しておつ，35m未満では袋路が許されて

る基準内で作られている。開発地の中で出来る限り道路

面積を節約するため袋路型開発が道路位置指定の開発の

主流となっている。（件数比で86％）

　道路幅員では4～4．5m未満が87％（178件）と基準値4

mぎりぎりが大半で，しかも接続道路の幅員は4m末満

が最頻値76件（36％）であり，狭溢路網が形成されて

いる。
　開発規模は900～1000㎡未満が最も多く52件（37％）

で，平均規模も809㎡であり，道路位置指定が開発許可の

がれの1000㎡に近い形の開発であることを示している。

　平均の開発区画数は5．9で，画地規模の平均は160㎡と

なっているが，最頻値は100～130㎡未満で31％（25件），

100㎡未満10％（8件）あ6），大都市部程の画地の狭小化

は進んでいないが，開発許可によるそれに比すれば狭小

である。もとの地目，用途地域による位置指定発生の差

異はない。基盤整備との関係では，区面整理未施行地区

が95％を占めるが区画整理済地区でも5％発生している

ことは注意を要する。

（3）　道路位置指定による開発制御の問題点

　昭和45年から54年の10年間の市街化区域内の道路位置

指定件数は約500件で，その推定開発面横は約40haで，同

期間の開発許可による開発面積36haと同程度であるが，

一件当たりの開発規模々が小さく，その分各地で多発し民

間の小規模住宅地開発の重要な要素となっている。その

問題点は以下の通り。

①市街化区域内のほぼどこでも無限定に道路位置指定

による開発が可能であり，農地，空閑地を喰いつぷす形

でのスプロール市街地の発生を促している。従って公共

施設整備との整合性も担保されていない。

②4m幅の接道条件を満たす宅地の確保はなされる

が袋路が殆どで，日照，通風，防災上の問題である。

③　区画規模が狭小で，局所的な建て詰まり状況（200人／

ha以上）をもたらしている。

④基盤整備未施行地区では既存の不整形・狭幅員の農道

等に無秩序に取付き，より不整形な道路網を形成し，市

街地の一体的開発整備を困難にしている。

⑤　区画整理施行済地区でも，街区を再分割する形で袋

路状の位置指定道路が発生し，区画整理の効果を阻害し

ている。

2－4　開発許可による市街化の特色

　昭和43年の都市計画法の大改正により導入された開発

許可制度がどの程度機能しているのか，その効果につい

て検討する。

（1）　市街化区域内の開発許可の動向（昭和46～55年）

　開発許可の発生が多かったのは，住宅，非住宅の開発

共，昭和35年時DIDに略一致する規成市街地の一皮外側

と工業団地周辺の町で，道路位置指定の発生の多かった

町とほぼ対応している。

　調査期間を前半5年，後半5年でみると，前半5年（昭

和46～50年）では住宅系44件，非住宅系52件と非住宅系

の開発許可が若干上廻る形となっていたが，後半5年（昭

和51～55年）では住宅系103件，非住宅系35件と住宅地の

開発許可が主体となっている。

　1件当たりの住宅地の平均開発規模を年次別にみる

と，昭和49，50年の4000㎡／件をピークとして昭和51年以

降1500㎡／件へと小規模開発化の傾向が出ている。

　10年間の住宅系の開発許可面積の総計で36haで，市街

化区域から昭和45年DID面積を差引いた区域2500haに

対して占める割合は低い。又開発許可による推定住宅戸

数は約2000戸で，この時期の新設着工住宅のほぼ7％弱

である。

（2）　主要10町の実態分析

　2－3で述べた条件で選んだ10町の10年間の住宅系の

開発許可について調べた。全件数97件中，77件

（79．4％）が3000㎡未満で，小規模で袋賂型の取付道路

の住宅地開発が多い。

　開発規模によって道賂形態にパターンがある。2000㎡

位までの開発規模では袋路型，2000～4000m空位まででは

ループ型が主流で，5000㎡以上になるとパターン化出来

にくくなるが，この種の開発事例は少ない。いずれの事

例でも，必要最小限の道路で出来る限りの宅地開発をし
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ようという工夫がみられる。区画数，道路率のデーター

のそろった最近3年間の開発事例14件から開発許可によ

る住宅地平均像を導き出すと次のようである。

　開発規模は1641㎡，区画数7．6，道路率14．9％，平均画

地規模183．8㎡で，取付道路は袋路で4m幅員が大半であ

る。このように最近の小規模化した開発許可による宅地

開発では，若干画地規模は大きいものも，実質的に道路

指定による宅地開発と大差のないものになっている。

（3）　開発許可による開発制御の問題点

　新法制定時に期待されていた開発許可によるスプロー

ル防止機能は市街化区域内に限っても大いに疑問であ

る。まずあげられるのは，開発許可制度に関わる開発の

規模を1000㎡以上にしたことで，1000㎡未満の開発をこ

の制度の枠外にしたことである。この結果，開発許可制

度導入後も，道路位置指定の発生件数自身はそれ程変化

なく，唯これを1000㎡未満開発に追い込んだだけとなっ

ている。

　又，開発許可に関する市の要綱では開発規模が拡大す

るにつれて開発負担を課す仕組にしており―ex0．3ha以

上の開開発での公園提供―負担を逃れる為，3000㎡未満

の小規模開発が多くなり，道路位置指定による開発の水

準と大差ない。大規模開発による施設整備水準の上昇は

殆んどこの制度では現実化しないものとなる。

　更に市街化区域内の1000㎡以上の開発であれば，どこ

でもこの制度による開発が可能となってしまい，基盤整

備のなされていないところでも，住宅地開発がこの制度

で許容されている。この結果，小規模な宅地開発が既存

の貧弱な道路―法の基準では原則として6．5mの幅員を

望んでいるが―に依存する形で無秩序に行われ，開発許

可自身でもスプロールを生み出すことになっている。

　このことは，市街化区域面積が公共施設の整備テンポ

に対して過大であることも考えられるが，開発許可によ

る宅地開発を市街地の中で，どこに，いつという時間，

空間的に整序させていく視点・仕組が欠けているための

問題点であろう。

2－5　一団地開発による市街化の特色

　前節まで民間主体の宅地開発に対して，公共主体の一

団地の住宅地開発の特色を述べる。

（1）高度成長期初期の住宅団地としての鶴辺団地

　鳥川を越えた市の南東部の丘陵地を，市及び県住宅供

給公祉が，昭和38～40年にかけて開発した。面横11．2ha，

354区画で，敷地250m似上のゆった一）とした戸建て住宅

主体の団地である。施設面で。，団地内の児童公固を除い

て他の周辺に依存する形となっている。開発規模の小さ

さによると考えられる。中心部へのアクセスも幅員8m

の県遭一本で，不十分な状態である。

（2）　高度成長末期の大型団地，中居団地

　市の西部3～4km圏の桑畑だったところを，市工業

団地造成組合が昭和43年から造成し，入居を昭和48年か

ら開始した。計画開発面積84．7haと大規模で，敷地200㎡

位の戸建て住宅と中層の賃貸住宅から成っている。

　施設面では，団地内に1小学校を含み，消防署・郵便

局，グランド，6児童公園，スーパー，商店街が計画的

に配置され，大型団地として日常の生活圏として不足の

ない施設が充足されている。周辺の中心性を併せ持つ自

立性の強い住宅団地である。又，中心部との接統も4車

線の都市計画道路が同時に建設されている。

　以上，公的団地は，造成後のビルトアップも早く，計

画配慮がなされており，規模によって生活関連施設の差

があるが，異質の住宅地開発（例　宅地細分化）の混入

もみられず，一応の住宅地水準を確保している。

2－6　高度成長期に形成された地区の開発制御と居住

　　　　環境

　高度成長期に形成された地区を9地区（地区の大きさ

は国調調査区を6つ合わせたもの）を選び（2－3～5

に言及した町の中から選定），そこでの開発制御の実態，

居住環境について検討する。

（1）　対象地区の人口，世帯の諸属性

　人口密度（昭和50年国調による）が最も高いのが，高

度成長期の前半に建設された鶴辺団地の93人／ha（区域

面積12ha）で，中に施設を抱えていない専用住宅地なの

でこの密度である。次いで地区内に中層の市営住宅を持

つ浜尻が58人／ha（17ha），やはり中層団地と戸建住宅地

からなる中居団地が56人／ha（106ha）で，その他の剣崎，

上並榎，倉賀野東，倉賀野西，飯塚，上中居の6地区は

20～30人／haの密度状況で低密度つスプロール型市街地

の状況を示している。

　住宅の所有関係別世帯の状況をみると，市平均の持家

率59．5％より高いのが剣崎（73％），上並榎（68％），上中

居（63．8％）の4地区で，公営借家率（市平均5．6％）が

高いのが浜尻（41％），鶴辺団地（37％），中居団地（36％）

の3地区，民営借家率（市平均28．4％）が高いのが倉賀

野東（32％），倉賀野西（30％），飯塚（50％）の3地区

である。これに加えて糸奇与住宅率（市平均6．1％）の高い

地区として，倉賀野東（17％），鶴辺団地（25％）がある。

　65才以上の老令人口の比率をみると，各地区とも市平

均（7，4％）より相当低く（12～4％台）高度成長期形成

市街地としての地区の惟格を示している。0～4才の幼

年人口比では，殆どの地区で市平均（9．7％）以上で，特

にこの比率の高いのは中盾団地（21％），剣崎（17％），

倉賀野東（16．2％）で，この3地区は若年世帯層の入居

が活発であったことが伺われる。
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（2）開発制御の意図．実態

①旧法時の昭和36年と新法施行後指定された昭和48年

の用途地域を対比しながら，地域指定の意図をみる。

　全地区を通じて，地域指定がよ片川主居系の用途へ改変

され，専用化が進んでいる。このうち，新用途指定直前

の昭和45年の1／2500の地形図から判断して，市街化が殆

どみられず，将来の目標とする土地利用を誘導していこ

うという目標追求型の用途地域指定のなされたのが，剣

崎（住居→一種庄専）上並榎（準工，住居’ケニ種住専），

倉賀野西（準工，住居→住居，二種f主専），倉賀野東（区

域外→二種住専，住居）の各地区である。

　一方，一定程度市街化がみられ，その現状を追認する形

と，目標追求型の折衷型の用途指定のなされている地区

が，浜尻（工業，準工，住居→住居，一種住専，二種住

専）飯塚（準工→住居），上中居（区域外、工業，住居一→

住居）の3地区で，許容度のゆるやかな住居地域の指定

が主体である。

　計画的に意図した市街地が形成され，それを保全して

いこうという観点から用途指定を行っているのが申屠団

地（区域外→一種住専，二種住専，近商），鶴辺団地（住

居→一種住専）である。

②市街地の骨格となる都市計画遭路についてみると，

その幹線としての性格上，網間隔が大きく都市レベルの

交通処理の為の道路なので，地区の居住環境条件と直接

対応するものといえないが，計画路線が地区とどのよう

な接続関係を持つかは重要な点である。

　計画道路が実現しているのは，中居団地と市申心部を

結ぷ道路（中居団地，上中居地区）、環状線（浜尻）17号

バイパス（倉賀野東）の路線で，大規模開発（住宅，工

業，卸売団地）と結びつけて整備されている。

　当初の予定線内に建築が進み，現実の市街地と対応し

なくて予定線を変更したのが倉賀野西，上中居地区にあ

る。良くいえば柔軟な対応である。悪くいえぱ計画構想

力，規制力の弱さである。

　計画予定線の引かれている所で耕地整理が行われた

が，耕地整理による現実の道路と予定線が整合せず，し

かも予定線内で建築が進んでいるのが上並榎地区であ

る。

　市街化が沿道に進んでいるところで，拡帽を予定して

いるのが，剣11崎，倉賀野西，飯塚の各地区にあり，市街

化進行前に手をつけられなかった事によって，様々な1丞1

難の発生が予想される。

③面的整備としては，団地開発で整備済なのが中屠団

地，鶴辺団地の2地区，桝地整理によって一一定の基盤整

備の祖型一イ旦し，桝地整理の杜度によって遮賂網の水準

も相当違っている一が出未ているのが．一並概，倉賀野束，

上中居，飯塚の各地区，全く基盤惟伽がなされないまま

市街化が進行した倉賀野西，浜尻，舳．1｝ク）各地区の3夕

イプが存在する。

④開発許可，道路位置指定にっいては，上述の未基盤

整備の3地区で，既存の狭幅員の農道に取付く形でスプ

ロール状市街地形成を起こしている。

　耕地整理の行われた4地区では，もともと街区の単位

が大きいので，街区内の田・畑一枚を利用する形での開

発許可，道路位置指定が発生し，街区分割がなされてい

る（裏家の発生の因ともなっている）。

両団地と浜尻を除く各地区は区画整理予定地区となって

いるが，スプロール的に市街地が各地区で進み，計画の

実現が困難である。中屠団地の外周部で，この街区分割

型の道路位置指定が発生しているのが注目される。

（3）居住環境の評価　　　　　　　　　’

　主として，居住環境の重要な構成要素である道路整備

状況について述べる。評価項目としては幅員4m以上道

路線度（単位面積当たりの幅員4m以上の道路総延

長‡），幅員4m未満道路率（地区内道路総延長の内の幅

員4m未満遺路比卒）中骨道路（幅員6～12m）・幹線道

路（幅員12m以上）の状況，交差点の状況をと『）あげた。

　鶴辺団地は4m以上遺路線密度270m／haと取上げた地

区の中で最高で，区画整理設計標準（案）を基にして想定し

た300m／haに近い値である。中骨道路線密度も159m／ha

と整備され、4m未満道路はなく，総合的な道路整備水

準としてはよい方である。難点は市中心部とを結ぷ幹線

が貧弱なことである。

　申居団地も鶴辺団地に次いで，4m以上道路線密度

238m／haの値（小学校等大型施設をかかえているので若

干数字が減少する）を示し，他の指標の点でほぽ満足で

きる道賂水準である。問題点としては幅員20mの都市言十

画道路と4m幅員遭賂というランクの大きく異なる道

路が交差する，異種遭路交差点卒が高い（32％）ことで

ある。道路の段階構成上の問題があるといえよう。

　道路水準からみて比較的良質な耕地整理のなされた上

並榎地区は4m以．ヒ道路線密度172m／haとやや低

く，耕地整理の街区単位が大きいことを示している。こ

の地区は中骨道賂は比較的整備されているが，細街路（4

～6m幅）が不足している。

　飯塚でも耕地整理が行われているが，ここでは細街賂

が大半で中骨道賂の不足が目立つ。

　遭賂整備水準の低い耕地整理しかなされていない倉賀

野束，上中居地区では，4m未満の遭路が多くなり（倉賀

野束の場合4m木満遭雌卒50％以上），中骨遭賂が不足

し，4m以上遭賂線密度も100m／ha未満とスプロール

地区並かそれ以下である。

　スプロール地／1ζである刺111．守，浜庇、倉賀野西地区では

ホ地区上克粋線止にあるjlユ焔は，その一征民の半分を地区内述賂として

逝鮒1．畜度享）二定の1祭グ）敗一｝＝として力11えた。　’
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4m未満道路率が50％以上を占め，袋路の発生も多く

（剣崎0．9本／ha，浜尻112本／ha，倉賀野西1．2本／ha），狭

隘道路による不整形な道路網が形成されている。

　以上，一体的整備がなされた住宅団地と良質耕地整理

済の上並榎を除き，全般的に各地区とも中骨道路の不備

が目立ち，少なくとも一方が4m未満の道路である交差点

の率が50％を越える（飯塚は例外），狭隘道路による不整

形道路網の問題もみられる。スプロール地区では既存農

道に取付く宅地開発での袋路発生，耕地整理済地区での

街区再分割型宅地開発での袋路発生がみられる。

　他の居住環境面の間題として，住宅団地を除く他の地

区では，農地と都市的土地利用の混合がみられ，しかも

浜尻，倉賀野西地区以外では，殆どまとまった形での農

地が存在しない状況である。地区全体としては低密でも

局所的高密化となっている。準工や住居地域等の規制の

緩い地域指定の所では，住宅地内への工場，商業施設，

倉庫等の立地による用途混合がみられる。これには周辺

の問屋街，工場団地，幹線道路の影響が大きい。

（4）　開発制御の問題点と課題

①まずあげられるのが周知の通り，都市的土地利用と

農地利用関係が混乱し，市街地の整序が行われていない

ことである。市街化区域が過大に設定され，一方で基盤

整備のなされないまま自由に開発が展開された結果であ

ろう。市街化区域の設定と公共施設，基盤整備プログラム

の運動が前提とされて「線びき」の見直しが必要である。

②用途地域制が十分な効果を発揮できていない。多く

の地区は新用途指定時には未だ市街化がみられず，その

意味で目標追求型の用途地域指定であったと言える。し

かし実態は，様々な用途混合，裏宅地，袋路の出現等の

問題を発生している。準工，住居等の地域指定では用途

混合が排除できないこと，地域地区制では個々の建築活

動，道路形態を誘導して良好な居住環境を築く目標像と

して具体性に欠けるし，又その誘導力もないことの問題

が指摘される。用途地域を受けて，具体的な地区の基盤

整備，上物整備像を示す地区整備計画のアプローチが必

要とされる。

③区画整理，団地開発等の面的に基盤整備のなされて

いない区域では，都市計画道賂の整備だけでは，この幹

線と住宅地内の細街路とをとり結ぶ中骨道路に欠ける問

題がある。市街化の制御が十分でないと，現行の計画制

限下では都古計画道路予定線内に建築が行われ，予定線

を現実に市街化に合わせて変更せざるを得なくなった

つ，整備の遂行を困難にしている。

　予定都市計画道路と耕地整理事業の調整も必要であ

る。（上並榎，上中居の事例）

④面的整備の点で大きな問題を残したのは，工業団地

問屋団地等の周辺で，将来市街化が確実に予測される地

区に対して，団地開発と合わせて一体的な整備がなされ

なかったことである。

　中骨道路が一定程度整備されている耕地整理，区画整

理地区では，今後発生する開発許可，道路位置指定によ

る細街路発生をコントロールすることが重要であろう。

スプロール地域もより困難な同様の課題を内包してい

る。
　住宅地開発の量・質を時間・空間的にコントロールす

ることと，基盤整備の負担ルールを確立することが望ま

れる。

2－7　地区アンケートによる居住者の意向

　2－6で取上げた地区について，居住者アンケートを

行い，居住環境上の指標を得る。対象地区の中からほぼ50

戸で構成される開発許可及道路位置指定の行われた部分

を含む住宅街区を選び（中居団地は中層街区，戸建て街

区を選び，他の地区は各1地区，計10地区）アンケート

の一週間留置回収を行った。総配布数521，有効回答数

400，有効回収率76．8％である。

（1）　アンケートからみた地区の特性

①住宅の所有の形式では，持家率が7割以上の地区は倉

賀野西・東，中居団地（戸建て），剣崎，浜尻，鶴辺で，飯

塚は民営借家率が高い（65％）。中居団地（中層）は全て公

営賃貸で上並榎，上中居は市の持家率（60％…昭50）に

近い。これら地区の居住者の来住前の住宅の所有形式は

おしなべて民営借家，給与住宅が多く，全体的に民営借

家，給与住宅→持家，公営借家への傾向がみられる。

②　世帯主の年令階層では，主力が30代の地区が多い（8

地区）。借家率の高い飯塚は20代も多い。他地区に比べて

早く作られた鶴辺団地では40代，50代が多くみられる。

いずれの地区も移転時は20才後半乃至30代前半の世帯主

が多かった。

③　借家率の高い飯塚で2人世帯が多くみられるのに対

し他地区は4人世帯が多い。

④住宅形式では中居団地（中層），飯塚を除き，一戸建

が8割以上である。敷地規模帯が多く集中しているのが

中居団地戸建（150－200㎡），鶴辺団地（200－300㎡）でそ

の他の地区ではいくつかの敷地規模帯に分布している

が，移転時期が遅いと敷地規模が小さくなるという傾向

がみられ，地方都市でも地価が敷地規模の切つめに出て

いる。

（2）　住宅の満足度

　住宅の満足度の評価では，地区や基盤整備の度合にあ

まり関係なく敷地規模が大きければ，広さ，庭，日照・

通風のいずれも満足が得られるという当然の結果が得ら

れるが，この規模が200㎡を下廻ると間取か庭についての

不満が出てきている。地方都市高崎では敷地規模200㎡が

一つの意味をもっていそうである。
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 （3）　周辺環境についての満足度

 ①残存農地が多くその点では自然環境に恵まれている

 スプロール地区では計画団地地区と変らず、自然環境の

 満足度が高いが，工業団地，幹線道路が近くにあると不

 満がみられる（倉賀野東，浜尻）。

 ②居住環境についての評価は，基盤整備のなされてい

 ない地区で用途混合地区では不満がみられるという常識

 的な反応がみられるが，意外なのが物的条件的には他地

 区に優る中居団地（戸建）で不満が1/3以上みられること

 である。居住者の入居前の期待との落差なのか，住宅地

 として未だ成熟していない故なのか今後検討を要する地

 区である。

 ③施設面では総体的に大型の計画住宅地である中居団

 地両地区で満足度が高いという順当な結果がでている。

 一方同じ計画団地でも諸施設を持った形では作られな

 かった鶴辺団地では買物等の日常生活の便（不満約

 50％），医療施設（不満72％）の面で相当不満がでている。

 　手近な公園，子供の遊び場については，団地3地区を

 除いて全ての地区で不満が高く（浜尻，上中居では8割

 以上），スプロール地区の自然環境に対する評価は高い

 が，現実に利用できる緑地が少ないことを示している。

 スプロール地区の中でも，倉賀野2地区，浜尻，上中居

 は，教育施設，公園，医療施設で不満が目立つ地区であ

 り，前節の居住環境面での分析と対応している。

 　買物の便は，商店の集積が手近にあるかによって大き

 く左右され，スプロールの有無は関係ない。

 ④道路整備状況のうち，広幅員道路については中居団

 地2地区と上並榎（良好耕地整理済）を除き，全般に不

 満がみられる。前面道路は4m未満の道路に接道してい

 る部分では不満が多く，4～6m未満の道路についても

 満足が必ずしも高いとは言えず（普通が大半），前面道路

 が6mあると満足が得られる（中居団地，上並榎）。

 　以上アンケート調査結果の多くは，客観的な物的環境

 についての検討結果に概ね対応するものであった。しか

 し居住者の永住意志という点では，例えば，我々の調査

 の結果からも居住環境条件が相当悪いと思われる浜尻，

 倉賀野2地区でも，このままずっと住むという永住意思

 を表明している人が50～70％近くおり，居住環境条件以

 外の要素が永住意思形成に働いていることを推測させ

 る。

 3　熟成段階にある住宅地における居住環境安定化の条

 件：郡山市の場合

 3－1　郡山市の市街化過程の特色

 　郡山市は市街化区域主要部の殆んど全域が基盤整備を

 うけている。「熟成段階にある住宅地」とした最大の理由

 はここにある。明治末期から最近に至る迄，4時点の地

 図を利用して郡山における市街地基盤整備の経過とそあ

 緒果形成された市街地の特色について述べる。

 ①郡山の市街地は陸羽街道と安積街道，東北本線と磐

 越線の分岐点に位置して交通の要衡として形成された帯

 状に近い中心市街地と，安積疎水の開通による3地区の

 耕地整理，即ち桑野，菜根屋敷およぴ駅東地区……とが

 原型となっている。

 ②中心市街地と耕地整理は次第に拡大され，戦前期に

 おいて互に接合した。当時の桑野，菜根屋敷，開成山，

 桃見台，小原田などの集落と耕地整理の結びつきが耕地

 整理の拡張を組織づけ，中心市街地から大槻，堤などを

 結ぶ放射状の道路と陸羽街道すなわち国道4号線，安積

 街道すなわち国道49号線が後年，郡山市の骨格の主要部

 を形成した。

 ③中心市街地の拡張は都市の論理により，耕地整理の

 拡張は農地の論理によった。それぞれにおいて道路の幅

 員，間隔，線形などの道路網のシステムが異なり，した

 がって街区の規模，形状が異っそいた事，および市街地

 と耕地整理の延伸が交錯する一帯に当然の結果もたらさ

 れた道路網形態の乱れが現在の郡山市街地の問題の出発

 点となった。

 ④耕地整理の施行範囲をこえた人口，世帯のはりつき

 は市街化区域縁辺部でのスプロールを招いている。

 3－2　人口，世帯の推移からみた地区特性

 　郡山市の市域は広大であり山間部，農地を広く含むの

 でわれわれの検討対象は新産都市指定時の合併以前の旧

 郡山市とした。これは市街化区域より狭いがほぼ一致す

 ると考えてよい。

 ①人口増加率は昭・35～40の年平均は全市が0．9％，新市

 域は0．2％であるのに対して旧市域は1．9％であった。45年

 迄は旧市域が人口増加率で新市域を上まわったが，以後

 逆転し，新市域の人口増加卒が顕著である。昭和55年旧

 市の人口比は52．6％である。

 ②35年当時。入口密度100人／ha以上の町丁の居住者

 が，人口比で57．0％に及び一方40人／ha以下の低密度居

 庄者は20．8％，40～100人／haの町丁居住者は22．2％であ

 リ，当時の市街地と目される35年DIDの内外での密度段

 差は大きかった。

 ③旧市域内の低密度市街地人口は減少の一途を辿る。

 その結果（40～80人／ha），（80～100人／ha）の密度段階に

 属する町丁の面横，人口が年をおって増加して未る。

 ④昭和35年では（40～80人／ha）の密度段階にある市街

 地は人口で53．2％，世帯徽53．6％，．（80～100人／ha）の市

 街地は人口で17，4％，世柑数で17．5％であった。市街地人

 口分布の平準化，外延化の中，平準化として人口密度は，

 これらの密度段階に収れんしつつある。55年現在で，こ

 れらの密度段附にある町丁合計は面積で、1237ha
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61．1％，人口で77278人70．6％，27161世帯71．1％である。

これらの町丁の中から熟成段階にある「安定市街地」の

候補をえらび検討を加える。

⑤町丁別の人口変化を対5年前比で激増型A，B，C，増

加型A，B，停滞型，減少型とわけると，激増型は45年迄が

多く増加型は50年迄多くつづき，逆に停滞型，減少型は

50年以降ふえている。全体として人口増を見せる町丁数

は減っており市街地安定化の条件が形成されつつあるよ

うに見えるが，現在でも数は少くなっているが激増型，

増加型の姿が消えたわけではない。依然として市街化に

は流動的な面が残っている。

⑥80～100人／haの密度段階は，これ以下の密度段階か

ら上昇して来た地区と，100人／ha以上の密度段階から移

行してきた地区が停滞から減少に転じる「たまり場」の

状況を呈している。これをどうして安定させるかが重要

課題の1つである。

⑦必ずしも郡山市の場合だけではないが，多くの町丁

の人口密度が収れんしつつある（40～80人／ha）の密度段

階が学校，都市公園などの公共施設用地を確保しうる密

度限界である。この段階であっても大規模な非住宅施設

が進出すると上記の措置は不可能となる。

3－3　郡山市における安定市街地の考え方

　以上旧市内各町丁の20年にわたる変動を把握，分析し

た結果，モデル地区をえらび，市街地変容過程と住民ア

ンケートからなるケーススタディーを取上げて郡山市に

おける安定，不安定の状況を，人口，世帯の動向に伴う

市街地の街路，公共施設，住宅はじめ建築物と土地利用

の変容状況の把握を通じて具体的に指摘を試みた。地区

は町丁別に17を40年DIDの範囲からえらんだ。旧来の市

街地に加え，その一皮外側をも含めたからである。これ

迄の検討からケーススタディ地区は，以下のように本研

究の郡山市における安定市街地の規定要因でもって選定

した。

①人口密度が40～80人／ha，又は80～100人／haの段階

に達し

②人口は依然として増加しつつあるが次第に落着きを

見せる増加型B（年間2．5％～5％）とプラス停滞型（0

～2．5％年間）に属する。

③40年DID，即ち旧来の既成市街地およぴ，その一皮

外側の市街地に位置する。

④戦前からの市街地形成プロセスの中に明確に位置づ

けられる。

⑤用途地域，地区の指定に大きな変化がなかった。

⑥郡山市行政担当者達が経験的に安定市街地の範疇に

入れる。

3－4　安定市街地の質と間題点

　3－4－1　モデル地区の3類型化

17地区は次の3類型にわけられる。即ち，

①低密度安定型（50人／ha前後）9地区

　大部分が郡山駅からのバスの便が最近まで悪かった上

に，段丘崖，河川，低湿地等による地形的制約があり，

市街化が遅れたが，寺社，学校，公園などの大規模非住

宅施設が分布し町丁別グロス人口密度の上昇が押えられ

ている。

②中密度安定型（70～80人／ha）4地区

　最近，各地区の人口密度が収れんしつつある密度段階

に属しており，かつ現在の郡山市街地を構成する「多数

派」であって，この類型地区についてのケーススタディ

によって把握された変容と安定の状況にはさまざまな関

心が持たれる。

③　高密度安定型（100人／ha前後）4地区

　多くの高密度市街地が人口密度を急速に減少させて

いった中で20年間を通じて100人／haを割りこまない数

少い例である。

3－4－2

　これらの地区から7地区をえらび人口，世帯数の推移

と，昭46，51，56年作成の1／2500市街図に44年10月；50

年10月，55年10月撮影の航空写真を加え，又必要に応じ

て住宅地図を利用して「市街地の変容と安定化」を見た

のである。それでは以下に，これら3類型について高度

成長期を通じての「変容と安定化」の状況をのべよう。

①低密度安定型。咲田1丁目，桜木2丁目，緑町，鶴見

担2丁目

　何れの地区も地区が示す3時点の期間に人口密度が上

昇して，それぞれの過程で40／haのDIDとしての基準密

度をこえている。したがって従来、既成市街地と観念さ

れていた状況に達する前後の市街地状況がうかがわれ

る。4地区，それぞれの特徴があるが共通している傾向

をあげると，

　i）地図から読みとれる建築動態は50年迄の期間の方

が，それ以後56年迄の期間よりもはるかに多く，最近は，

これらの地区においてもなお建築活動はつづいているが

鈍化し，郡山市の新築活動の大部分の受皿は既により外

側の新市域部分に移行してしまった。その結果，これら

の地区の変化はゆるやかになり，われわれが低密度安定

型とよぶ状態となった。

　ii）この期間に，地区内の細街路を主な対象として拡

幅や新設が夫々においてなされたが4m未満の道路が

圧倒的に多く，8～10m幅員のいわゆる中骨道路を住宅

地内幹線として持つに至っていない。

　iii)耕地整理がつくり出した細街路で囲まれた大規漢

街区，　不整形街区の存在カ嚇道条件を満していない建築

物の発生と開発許可制および道路位置指定による建設を
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引きおこしつつある。後の2者による道路の出現はある

が，これらの道路は何の脈絡もなくネットワークを形成

しない。

　iv）各地区とも低密安定型になっている理由として，

寺社，学校，公園などがそれぞれかなりの面積を占めて

いることがあげられる。これらの施設の存在が各地区の

環境を良好に保っている。50人／ha前後の市街地状況が

今後1～2ha程度の公共施設用地を確保出来るかどう

かの限界である。

　v）これらの地区の安定市街化の方向としてあげるべ

きことは既存の細街路を利用して幅員8～10mの住宅

地内幹線道路をつくること。地区の状況に応じて1～2

haの公共用地を主として公園等に確保しておくことで

ある。

②中密度安定型　関成4丁目，台新2丁目

　これらの地区が60～80人／haの状態にあって中密度安

定型とするのは以下にあげるそれぞれに異質な特徴が見

出されるからである。まず50年以降の人口，世帯増は落

着きを見せている点は共通しているが，

　i）関成4丁目は国道49号線の拡幅が呼びおこしたビ

ルラッシュを受け，中高層のマンションが建った。都計

街路の建設に伴う街区規模の細分化，マンション化が進

行しているタイプの町丁の例である。

　ii）台新2丁目も幹線逃路本町谷地林線が通る中心市街

地ヘバスの便がよいことが人口密度をおしあげたが，か

つての農道のまま宅地化がすすみ，現在，地区内道路延

長の52．9％が4m未満の，しかも行きどまリ道路であ

る。今後，これ以上の市街化に対応出来る機能をもつ市

街地とは考えられない。道路位置指定による住宅地開発

がもたらした最も悪い例である。幅員4～6mの道路延

長が増加しつつあるのが救いであり，細街路の拡幅とネ

ットワークの形成への工夫が唯一，考えられる地区対策

である。

③高密度安定型。菜根1丁目

　人口密度が100人／haをこえても安定している。区画整

理により街区の規模，形状が整っていることが高密度

安定の基本的理由である。裏宅地の発生や。残存空地の

放置は，このような地区においても避けられない。しか

し区画整理の施行が時間がかかるとはいえ人口収容力を

高め，かつ安定化させる条件であることは高崎に於いて

も見たように郡山についても同様である。

3－4－3　アンケートにみるモデル地区の特性と住民

の環境評価。

　17地区の庄民世帯に7％無作意抽出でアンケート調査

を行った。前小節での分析に関連しながら地図ではうか

がい知れない項目のみについて帥単にふれる。

①持家率と住戸型式。緑町（低密度安定型）において

のみ持家率と借家率が接近している以外は持家率が

83．3％～93．4％の範囲に分布し，かつ一戸建が多い。持

家率が市街地の安定化に常識以上に関係がある様であ

る。

②永住意志。貸家率の高い緑町は42．1％と低く，他の

地区は市街図と現地踏査によって居住環境に問題がある

と判断された地区（台新2丁目）を含めて70％以上の世

帯が永住意志をもっている。

③住宅（建物，庭，相隣関係）に関する満足度。

　永住意志に比して満足度は各地区とも50％前後と高く

はない。庭，相隣関係についての満足度は低密度地区の

方が高密度地区よりも当然ながら高くなっている。

④住宅地環境に関する満足度。

　自然環境についての満足度が例外を除けば各地区で

70％をこえている。これは残存空地に池や緑が多く残っ

ている地方都市のメリットであろう。日常生活圏内の施

設についての評価は地区毎、施設毎にわかれており一概

にはいえない。住宅地街路網の未整備地区においては前

面道路の状況に対する不満度が高い。各地区とも「近所

づきあい」の関係に対する不満度が低い結果に注意を払

いたい。

　以上アンケートの結果から郡山市街地の住民意識は持

家に住み，緑地，池などが残り，日常生活施設と市街地

内道路が整備されることが環境に対する満足度と永住意

志が高いという常識的な推測を裏づけることとなった。

3－5　郡山市における安定市街地形成の条件

　以上，人口，世帯動向，建築，土地利用および都市計

画の状況から「安定市街地形成の条件」を抽出する。

①用途地域地区の指定が当該地区に対して大きな変

化がないこと。

②地区内の街区が画地割に対して適正な規模をもつこ

とが未利用地のまま放置されたり，接道のない裏宅地の

発生を防止する。

③人口密度がある段階……郡山では50人／haに達する

迄に地区に必要な公共施設用地を確保すること。

④地方都市ではとりわけ持地，持家率の高いことが市

街地の安定化のために重要な条件である。
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表3－1 郡山市人口・世帯分布の推移
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B－2：
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口で囲んである地区はアンヶ一ト実施地区
・印のっいている地区はケーススタディを行なった地区
　　図3－1　郡山市町丁別（住居表示施行）地区特性
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4　まとめ

　地方都市における「安定市街地」の摘出と，それらの

形成条件を探る目的で当初研究を出発させた。住宅地を

主体とする「安定市街地」形成の条件は郡山市において

指摘，整理しておいたのが本研究における結論である。

　今回の研究は当初の目的を含めて，いくつかの成果と

当然ながら多くの研究課題を生んだ。すなわち

4－1　地方都市における高度成長期

　市街地の拡大，住宅はじめ建築活動，農地の転用，人

口，世帯分布などから成長，変化の激しかった時期は都

市によって異るが，一般にいわゆる第一次オイルショッ

クよりも後にずれること，および35年以後一様な成長を

遂げたのではないことは確かである。それぞれの都市の

高度成長期に形成された市街地，建設された住宅のス

トックが今後の整備課題の重要対象となろう。

4－2　35年DID

　35年当時のDIDはその周辺とは人口密度，建築の分布

に格段の差があった。既成市街地と定義してよい状況に

あった。この範囲に当時の市域人口の過半が居住してい

たが，それ以後，人口，世帯とも減少の一途を辿り，55

年には25％以下に迄減少した例も少くはない。暦住人口

密度も100人／ha，所によっては300人／ha以上であったが

現在では数10人／haに迄落こんでいる。しかし空洞化と

いうには当らない。居住人口は老令化傾向を見せながら

も郊外住宅地と同程度の密度を保ち，行政，商業，業務

機関が集横しながらも依然としてこれらの地区では居住

対策が取上げられることが必要なのである。

4－4　住宅市街地安定化に対する都市計画の役割

　高度成長期形成市街地は一般に低密度状態にあつ，農

地が混在しながら，次第に，これ以上の人口，世帯の受

入れを弱めつつある。これ以上の密度上昇は居住環境状

況の悪化を伴わずには進まない。

　これら広大な面積の高度成長期形成市街地が後世，都

市問題の大きな荷物となるのは恐らく避けられないであ

ろうが今から都市計画が果すことが出来る役割も少なく

はない。

　全市域に対する居住環境整備対策を進める中で，これ

らの地域に対して都市計画道路と住宅地内の中骨道路を

建設，少なくとも線を計画し決めることである。開発許

可，道路位置指定はこうした市街地道路の計画と整備に

連動させるシステムづくりが必要である。残存農地と宅

地の共存方策を見出すこと，残存農地の一部を公共用地

として確保すること。この施策を特に20～40人／haの状

況にある市街地でとりあげること。40～80人／haの状況

にある市街地では既存道路の一部を利用して中骨道路を

つくることが安定化条件の創出につながっている。
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4－3　高度成長期形成市街地

　高度成長期は35年DIDを含めて地方都市全域に大き

な影響を及ぼした。とりわけ35年以後，宅地化が進み土

地建物利用の変化が進んだ広大な新市街地をわれわれは

高度成長期市街地としてとらえた、、高度成民期市街地も，

その主たる成長期が異なり，街路を中心とする市街地基

盤整備の程度と地形、大規模施設の有無などによって性

格を異にしている。本研究では高度成長形成市街地の

類型化を試みた。高度成長期に実施された幹線道路の建

設，団地開発、区画整理などが大きな役側，すなわち市

街地の形成と安定化に寄与したことを指摘したが，一方，

用途地域制，閉発許可制度，道路位置指定による住宅建

設等は市街地の整序化と安定に十分に機能していないこ

とが判明した。これらの制度，手法が十分に機能するに

は条件が必要なのである。
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